
　芳賀町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年条例第1号）第3条第1項の規定に基づき、

芳賀町における人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

１　職員の任免及び職員数の状況について

（１） 採用試験の実施状況

　平成２３年度に実施した次年度採用職員の競争試験の状況は、以下のとおりです。

（２） 採用の状況 (平成２４年度）

　平成24年4月1日付けの採用状況は、以下のとおりです。

注　選考採用は、職務の特殊性等により競争試験が馴染まないため選考により採用された者です。

（３） 退職の状況 (平成２３年度）

注　その他とは、分限免職や懲戒免職、死亡退職等の退職者のことです。

（４） 年齢別職員構成の状況 (平成24年4月1日現在）

注　この表における職員数は、教育長を除いた一般職員数です。
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２　職員数について

(１) 部門別職員数の増減と主な理由（各年度4月1日現在）

H23   ～ H24の増減率

部 門

注　職員数には教育長が含まれていますが、派遣職員、臨時職員、非常勤職員を除いてます。

10

減　　　員

対前年増減数（人）

増　　　員

・昨年度は震災対応のため課長補
佐が兼務であったが課長が配置さ
れたため（１）

・昨年度は震災対応のため課長補
佐が兼務であったが課長が配置さ
れたため（１）

平成24年度平成23年度平成22年度

・土地改良事業の減少に伴う人
員削減（▲１）

3

32
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0

4

1

△ 1

3

△ 2

△ 2

△ 1

3

36

・用務員を管財部門に集中配置したことによる
人員の減（▲１）
・係の統廃合に伴う人員の減（▲１）
・病気休職者を総務課付けとしたことによる減
（▲１）

2

△ 3

0

△ 1

9 10

12

0

0

△ 1

0

0

2

△ 4

10

36 2

30
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平成24年度平成23年度

△ 2

2
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衛　生

・用務員の集中配置による人員の増（３）・行政
評価の活用の推進に伴う業務増（１）・昨年度
は課長補佐が兼務であったが課長が配置され
たため（１）・病気休職者を総務課付けとしたこと
による増（１）

36

総　務

5商　工

11

議　会

5

・係の統廃合に伴う人員の増
（▲１）

・住民窓口対応職員の減（▲１）
・総務課付けの育児休業取得
者の復帰（▲１）

14土　木

民　生

13

小　計

小　計

34

121

3

32特
別
行
政

・用務員の他課への集中配置
に伴う人員の削減（▲１）

11

171

0

0

・土地区画整理事業の縮小に伴う人員の削減
（▲１）
・用務員を管財部門に集中配置したことによる
人員の減（▲１）
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0
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３　職員の給与の状況

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(２) 職員給与の状況（普通会計決算）

注 1 職員手当には退職手当を含みません。

2 職員数は、平成23年4月1日現在の人数です。

(３) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額

注 1

2

3

(４) 職員の初任給、経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 (平成24年4月1日現在）

3,412

一般行政職
円 円140,100

歳

百円

大　学　卒

区　分 平均給料月額

16,439

円125,400

給与費

208,080

たもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

5,494

「平均給料月額」とは、平成24年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

154

高　校　卒

用務員

学校給食員 46.8

56.4

一般行政職

税　務　職

42.5

37.9

40.5

39.3

47.2

45.5

福　祉　職

技能労務職

歳

歳

区分

給　 料

千円　

保育園調理員 百円

円

区　　　         分 経験年数10年

高　校　卒

161,600

百円

　　　　　計　　　　　Ｂ

197,800

円

百円

3,724

266,000

321,900

円 266,000

円

円

846,105

3,035歳

3,096

3,261

2,865

百円

千円　千円　

240,400

273,400

円 240,400

期末・勤勉手当

512,137

人件費率

8,403,965

初任給

321,900 円

経験年数15年

273,400 円

 22年度の人件費率

（参考）

　　　　　　　　　　　％　

17.6 19.4

経験年数20年

百円

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当、管理職手当などの諸手当の額

歳

歳 2,844

2,830

227,700

 23年度

円

円

円

197,800
技能労務職

人　

平均年齢

歳

227,700

百円

3,345

千円　

円

　　　　　　％　　　　　　千円　

2,935

百円

百円

137,200 円

百円

百円

職員手当

百円

一人当たり給与費

　　　　　　Ｂ／Ａ　

　　　　　　Ｂ

3,039

平均給与月額

百円

1,478,036

職員数

　　　　　　Ａ

歳

2,879

人件費

3,045

中　学　卒

歳出額　

 23年度

567,719

千円　　

70,306

　　　　Ｂ／Ａ　　　

実質収支

　　　　　千円　

　　　　　　Ａ

看護・保健職

百円

区　　分

　　　　　　　千円　

( 23年度末)

人　　

住民基本台帳人口

百円

百円

3,158

3,2553,168

内
　
訳

教育公務員 ＊＊＊ 歳 ＊＊＊ 百円 ＊＊＊ 百円

該当する区分の職員が１名の場合は表示していません。
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(５) 一般行政職の級別職員数の状況 (平成24年4月1日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

(６) 職員手当の状況 （平成23年度実績）

①期末・勤勉手当の状況

②退職手当の状況

注 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

③特殊勤務手当

千円

　円

　％

手当

23.5

月分1.225

手当の名称

自己都合

月分

30.55

月分

１級

0.875

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
(平成10年法律第114号)第27条第2項、第28条第2項、第29条第
2項、第31条第2項に規定する感染症の発生予防、まん延防止
のための消毒、駆除、生活用水の供給作業に従事したときに支
給する。

従事した日1日につき　1,000円

月分

142

特定幹部職員

課長補佐
（選　考）
係　　　長
（選　考）

課　　長
（選　考）

課　　長
（選　考）
課長補佐
（選　考）

３級

18.3

７級６級

20

勤勉手当

主な支給対象職員及び支給対象業務 左記職員に対する支給単価

最高限度額

47.5

月分

計期末手当

一般職員

期末手当

係長（選考）
主任主査

2.2001.350

計

9.930.3

6月期

15.5

月分

7.0

月分

構 成 比

主　 事
主事補

26

区分

月分 月分

行旅死亡人1回につき　3,000円行旅死亡人の埋葬処理作業に従事した職員に対し支給する。

59.28月分

月分

14

５級 計２級区　　分 ４級

感染症の発生予防、まん
延防止作業従事職員の特
殊勤務手当

勤勉手当

100

職 員 数

月分12月期

59.28 月分 59.28

支給職員１人当たり平均支給年額

27,563

0

＊＊＊ 千円

0

1.375 2.050

月分 1.025

計

勤続区分

3.950

勧奨・定年

1.900

2.050

勤続35年

0.675

22

標準的な
職務内容

月分

月分

2

月分

月分0.675

1.900

支
給
率

勤続20年

2.600

41.34

手当の種類（手当数）

月分月分 月分1.750

職員全体に占める手当支給職員の割合

１人当たり平均支給額

33.5

月分

3.950

勤続25年

月分

月分

月分 月分

主任主査
主　　 査

43

主　 事

千円

10

4.9

7

14.1

0.0

支給実績

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

行旅死人取扱従事職員の
特殊勤務手当

加算措置の状況

0.875

1.175

- 4 -



④時間外勤務手当

支給実績 （平成23年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額 （平成23年度決算） 千円

支給実績 （平成22年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額 （平成22年度決算） 千円

⑤その他の手当

円

円

円

円

円

円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

(７) 特別職の報酬等の状況 (平成24年4月1日現在）

円

円

円

円

円

202

住居手当

自己所有する住宅（平成21年12月より廃止）

週休日等における日直勤務に対し4,200円　（年末年始8,400円）

管理職特別勤務手当

上記(1)～(5)のうち、配偶者がない場合にあって
は、そのうち１人

13,000

533

6,500

町　　長

(5)　重度心身障害者

4,802

6,500

(1)配偶者

管理職手当

勤務１回につき、課長職　6,000円　課長補佐職　5,000円

600,000

540,000

円

6,500

14,997

円

距離により、3,000円～16,500円

14,849

12,058 79,855

宿日直手当

平均支給年額

支給職員１人当たり支給実績

（平成23年度決算）

198

幹事課長 55,200円　課長職 45,200円　課長補佐職 33,500円 464,032

区分

740,000

給料・報酬

2.95
円に減額中

340,000

280,000

250,000

5,735

月分

217,344

任期ごとに支給

算定方式：

0

円に減額中666,000

6,500

内容及び支給単価

28,298

(3)　満60歳以上の父母及び祖父母

0

(4)　満22歳に達する日以後の最初の3月31日まで
の間にある弟妹

通勤手当

退職手当

千円

給料月額×勤続月数×0.25

任期ごとに支給
月分

支給時期：

（平成23年度決算）

支給時期：

借家の場合27,000円を上限（家賃12,000円超の場合）

11,000

25,938

手　当　名

扶養手当

(2)　満22歳に達する日以後の最初の3月31日まで
の間にある子及び孫

2.95

千円 266,802

月分

議　　員
237,500 円に減額中

2.95 月分

副町長

2.95 月分

副議員
266,000 円に減額中

2.95

議　　長
323,000 円に減額中

給料月額×勤続月数×0.42算定方式：

期末手当
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４　職員の勤務時間、勤務条件等の状況

（１） 勤務時間及び休日 (平成24年4月1日現在）

※職場により異なる場合があります。

（２） 休暇 (平成24年4月1日現在）

５　職員の分限及び懲戒の状況

（１） 分限処分者 (平成２３年度）

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

※分限処分とは、公務の能率の維持やその適正な運営の確保の目的から、勤務成績不良や心身の故障等のため職員が十分に職責を

 果たせない場合に、職員の意に反して行う処分です。

（２） 懲戒処分者 (平成２３年度）

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

※懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない非行がある場合に、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問い、公務における

 規律と秩序を維持することを目的とした処分です。

年次休暇

分
限
処
分

降 給休 職

0

0

0

0

・選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故等、特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合
・条例で定められた日数又は期間

区　　分 内　　　容

午前8時30分から午後5時15分まで

0

0

0

0

0

5

0

公務外非行

一般服務関係

公金公物の取扱関係 0

0

00 0

0計

0

0

0

0

0

免 職 計

0

0

0

勤務実績が良くない場合

0

区    分

0

5

0

0

0

5

5

0 0

特に必要な適格性を欠く場合

管理監督者・関係職員

0

区    分 降 任

心身の故障の場合

0 0 0

戒 告

0

祝日（国民の祝日に関する法律に規定する休日）及び年末年始（12月29日から翌年1月3日まで）

特別休暇

病気休暇

交通事故・交通法規違反 0

0

0

懲
戒
処
分

ネットワーク利用

0 0

計

休　　日

勤務時間

免 職

0

減 給 停 職

0

計

0

・疾病又は負傷で療養の必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合
・公務によるものは1年以内、その他のものは90日以内（規則で定めるものは180日）

0 0

0

0

0 0

0

0 0

・一の年度において20日
・年度の途中で採用された者は、採用月に応じて付与

週休日 日曜日及び土曜日

0

0

0その他
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６　職員の服務の状況

（１） 年次休暇の取得状況 (平成２３年度）

＊対象職員数は、中途採用者及び退職者並びに育児休業者、休職者、派遣職員を除く人数です。

（２） 育児休業の状況 (平成２３年度）

①育児休業・部分休業の取得状況

②育児休業の承認期間の状況 (平成23年度新規取得者）

７　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１） 職員研修の状況 (平成２３年度）

人

人

人

人

人合計 5

女性
職員

育児休業
取得者数

人

人

0

5

区　分

男性
職員

部分休業
取得者数

継続して取得している職員

対象職員数

1

0

2年超え

％人 100.0

100.0 ％

区　分

男性
職員

0 人

育児休業
取得者数

総付与日数

0

27.8

平均取得日数

人

人 6,214

取得率

0

人人

23

アカデミー等長期研修 8

人

0人

日

0

人

0 人1

0

2 人

1年～1年6月以下

11.0

総取得日数

人

1,729

育　児　休　業　承　認　期　間

2 2

2

人

人

1 人

0人

0 0 0

0 人

2

人

人 0

人人

研修実施機関等

％

157 ％日

人2 人 人

平成２３年度

取   得   率

人0

育児休業
対象者数

育 児 休 業

日

-

人

0

人

人

人

0

0

平成23年度中に取得可能となった職員

6月～1年以下 1年6月～2年以下

芳賀地区広域行政事務組合 85

栃木県市町村職員研修協議会

1合計

町独自研修（PC研修・財務研修等） 242

受講人数

女性
職員

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

人

0

0

人

6月以下
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（２） 勤務成績の評定 (平成２３年度）

○ 能力評価

　職員の職務遂行能力の発揮度を能力基準に照らして評価することにより、職員の主体的な能力発揮・能力開発を促す

評価です。

　職位に応じて、「住民視点・革新的思考」「上司からの指示や住民からの要望・苦情への対応」「マネージメント」「計画・

立案」「議会対応」「部下への指導」「知識・技能」「責任感」「自分の考え方や、意思の伝え方」「整理整頓・挨拶」「規律・

職場づくり」「改善・改革」「折衝力」の１３要素のうち数要素について５段階の評価を行っています。

○ 業績評価

　能力評価を補完し、また、職員の業績に着目することにより組織の目的を意識して、主体的な業務遂行に当たることを

促す評価です。

○ 評価方法

　1月1日を基準日とし、「能力評価」及び「業績評価」を実施しています。

　自己評価及び第1次評価、第2次評価によって評価を行い、評価の納得性・説得性を高めるために第2次評価者面談

等による「評価結果のフィードバック」を実施しています。

　評価者区分については、以下のとおりです。

８　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１） 職員の健康診断の状況 (平成２３年度）

（２） 公務災害・通勤災害の認定状況 (平成２３年度）

係長

件

町長

被評価者

平成２３年度

副町長（教育長）

課（局）長

保育士長 保育園長

町内医療機関 県内各医療機関

区　分 実施機関

人

43 人

人

実施場所

64

107

0

栃木県保健衛生事業団

県内各医療機関

0

区　分

予防接種

通勤災害

件

合計

0

課長補佐

公務災害

件

内　容

目　的 職員の人材育成、能力開発及び職場の活性化を図ることを目的として、人事評価を実施しています。

第2次評価者

課（局）長

課（局）長補佐、保育園長

人間ドック

受診者数

県内各医療機関

芳賀町保健センター定期健康診断

第1次評価者

副町長（教育長）

課（局）長

係長

一般職

保育士長

課（局）長

保育園長保育士
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（３） 福利厚生事業の実施状況

　職員の年金制度及び健康保険制度は、共済組合（栃木県市町村職員共済組合）で行っています。

　その他の福利厚生事業は、芳賀町職員互助会で行っています。

①共済組合について

②芳賀町職員互助会への補助について (平成２３年度）

円 人 円

円 人 円

（４） 勤務条件に関する措置の要求の状況

（５） 不利益処分に関する不服申立の状況

件数

１人当たり給付単価

区　分 事　業　概　要

短期給付事業

0

件

0 件

件数

0 件

平成23年4月1日から平成24年3月31日までの不服申立ての件数 0 件

件

0

1,136,000

給付金対象者

長期給付事業

福　祉　事　業

内　　　容 給付金額

職員とその家族の病気、ケガ、出産、死亡、休業又は災害に対して必要な給付を行う。

組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付を行う。

健康診断などの健康増進事業、保養施設の運営、住宅資金の貸付けなどを行う。

職場親睦事業助成

平成23年4月1日から平成24年3月31日までの不服申立ての処理件数

平成23年3月31日現在の未処理件数

平成24年3月31日現在の未処理件数

平成23年4月1日から平成24年3月31日までの措置要求の処理件数

平成23年3月31日現在の未処理件数

平成23年4月1日から平成24年3月31日までの措置要求の件数

142

計

0

区　　　　分

8,0001,136,000 142

8,000

平成24年3月31日現在の未処理件数 0 件

件

0 件

区　　　　分
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